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カーボンニュートラルを進める：
アメリカの地方自治体の現場から

出典：ニューヨーク市都市計画局

GX Creation Meeting 都市と緑とカーボンニュートラル×世界の都市政策の最前線
2025/2/14 | HR&A Advisors 古澤えり
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2018 – 現在
HR&A Advisorsにて都市を専門にコンサルティングを行う（米国各地）

2022 –現在
サマビル市のエネルギー・気候変動アドバイザーを務める（サマビル市）
2018 
ニューヨーク市都市計画局にて市役所職員としてゾーニングや
アーバンデザインの活動を行う
2016 – 2018
ニューヨーク市コロンビア大学の大学院にて都市計画・政策を学ぶ

古澤えり
マサチューセッツ州・サマビル市在住
Email: efurusawa@hraadvisors.com
Web (日本語): erifurusawa.com

はじめまして！
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ニューヨーク市・サマビル市

ニューヨーク市

サマビル市

1. サマビル市
1. 人口：8万人

2. 面積：11km2 (約7,300人/km2 )

2. ニューヨーク市
1. 人口：850万人

2. 面積：784km2 (約10,000人/km2 )



本日のねらい

1. アメリカの自治体の現場で脱炭素の取り組みがどのように進められているか
をご紹介する

2. 脱炭素の取り組みを進めるにあたってアメリカの自治体がどのような課題に
直面しているかをお話しする

3. それにどのようなアプローチで向き合っているか、日本の脱炭素の取り組み
への示唆をお話しする
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そもそもアメリカの自治体で
どの程度脱炭素が進んでいるのか？
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アメリカ各地の自治体がGHG削減のために動き出していますが、
削減目標の有無や、目標の達成状況にはばらつきがみられます。

人口トップ100の自治体のうち、

45か所
がGHG削減目標を設定している
（2017年時点）
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出典：Markolf et al. 2020. Pledges and progress: Steps toward greenhouse gas emissions reductions in the 100 largest cities across the United States. 

GHG削減目標を設定している自治体
のうち、

3分の2
が削減目標に届いていない。
(人口増加やスプロールなどで、GHG
排出量が増えた自治体もある。)



GHG排出量の削減目標を設定した上で、実行可能な計画を立て、必
要な財源や連携活動を示している自治体はまだ少数です。

脱炭素計画を策定した50の大都市のうち、

9
出典：Kane et al. 2022. Not according to plan: Exploring gaps in city climate planning and the need for regional action.

電気、建物、交通など
セクターごとに具体的
な活動を示したものは
4分の1ほど

部局間調整や外部の
ステークホルダーとの
協働のための行動を
示したものは少数

削減のために必要な
活動の財源を示した
ものは16%のみ



質の高い計画を立てた上で、実行の進捗と、その結果GHGが実際に
減っているかをモニターすることが必要です。

10
出典：Kane et al. 2022. Not according to plan: Exploring gaps in city climate planning and the need for regional action.

脱炭素を実行するために有効な計画
策定・実行の流れ
1. GHG排出量の削減目標を宣言する
2. それを達成するための計画を作る
3. 計画の実行（削減に必要な活動が

行われたか）をモニターする
4. 実際にGHG排出量が削減されたか

を確認する



事例紹介①

サマビル市の取り組み
Somerville Climate Forward
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サマビル市では、2050年に温室効果ガスの排出量を実質ゼロにするという目標
のもとに、市長室直属のチームが数々の調査や計画策定を進めてきました。

Source: City of Somerville 12

気候変動への脆弱さに対する
アセスメント(2017・2023)

GHG排出レポート
(2016・2018・2023)

Net Zero へのロードマップ 
(2017・2023)

気候変動対策計画
(2018・2024)



2024年に気候変動対策計画の改定を行い、 5つの重点分野について、市のとる
べきアクション、必要な自治体内の連携、財源などを定めています。

Source: City of Somerville 13

重点分野：
建物とエネルギー
地域のレジリエンシー
自然資源とごみ
交通とモビリティー
自治体のリーダーシップ



計画づくりにあたって、イベントやアンケート、学生向けのプログラムなど、
多様な地域の人を巻き込んだ住民参加のプロセスを行いました。

Source: City of Somerville 14



建物・モビリティー・オープンスペース・ごみ処理・災害対策など、都市計画
との整合性を取りながら計画づくりを進めました。

Source: City of Somerville 15



気候変動対策計画には実行のタイムラインや担当部署、財源などが含まれてい
ます。市は進捗レポートを毎年７か国語で公開しています。

Source: City of Somerville 16



事例紹介②

ニューヨーク市の取り組み
PlaNYC: Getting Sustainability Done
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2024年に改定された総合計画・PlaNYCは、三つの重点分野についてそれぞれ
具体的な行動・担当部署・中間ステップを明記しています。

Source: City of New York 18

重点分野：
 気候変動・災害からまちを守る
猛暑
洪水
建物
クリーンで安定したエネルギー

 生活の質を向上させる
グリーンスペース
湿地の質向上・下水処理
交通
食べ物

 グリーンエコノミーを強化する
グリーンエコノミー
サーキュラーエコノミー



ニューヨーク市が毎年進捗レポートを発表することに加え、環境系のNPOが
独自に調査をして進捗度合いを公表しています。

Source: City of New York New York League of Conservation Voters Education Fund； 19
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ニューヨーク市・サマビル市から学ぶ

脱炭素の取り組みを自治体で進めるにあたっての
課題とアプローチ



脱炭素の取り組みを進めるにあたって、アメリカの自治体が頻繁に直面する課
題が五つあります。

21

1. 部局間の調整が難航する。
2. 地域の人の理解・賛同を得るのが難しい。
3. 財源の確保が追い付かない。
4. 単独の自治体では手が回らない。
5. 計画を着実に実行するための仕組みが弱い。



①部局間の調整が難航する。

Source: City of New York 22

アプローチ

• 部局横断で動けるチームが主導する

• 部局横断型のタスクフォースを作る

• 他の部局のプロセスに気候変動対応を埋
め込んでしまう



②地域の人の理解・賛同を得るのが難しい。

Source: City of Somervill 23

アプローチ

• 「脱炭素」で一転突破せず、既存の課題
をどのように解決しているかを説明する

• 脱炭素を身近なものとしてとらえてもら
うため、住民参加を工夫する。計画段階
から地域の人と協同する。

Source: City of Somerville

サマビル市・気候変動アンバサダ―プログラム
の参加者の取り組み：
1. ポッドキャストのホストとして気候変動に

ついて啓発
2. 気温上昇をテーマにしたアートの作成
3. 高校の同級生に向けて、日常の中で取り組

める気候変動対策のパンフレットの配布



③財源の確保が追い付かない。
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アプローチ

• 今ある財源を脱炭素の目標を進めるため
に効率的に使えるようにする

• 複数自治体・NPO・財団で協同する

Source: City of New York



④単独の自治体では手が回らないものがある。
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アプローチ

• 複数自治体で協同して調査・計画づくり
や実行・財源の確保などを行う

• 自治体を横断できる団体と協同する（電
力会社、交通・インフラの会社、シンク
タンクなど）

Source: Mystic River Watershed Association



⑤計画を着実に実行するための仕組みが弱い。
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アプローチ

• 定期的に進捗状況をわかりやすく公開す
る

• アカデミア・民間・NPOなど、外部の団
体にモニタリングを頼る

Source: ACEEE
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まとめ



まとめ
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1. 部局間の調整が難航する
• 部局横断で動けるチームが主導する
• 部局横断型のタスクフォースを作る
• 他の部局のプロセスに気候変動対応を埋め込んでしまう

2. 地域の人の理解・賛同を得るのが
難しい • 「脱炭素」で一転突破せず、既存の課題をどのように解決しているかを説明する

• 脱炭素を身近なものとしてとらえてもらうため、住民参加を工夫する。

3. 財源の確保が追い付かない • 今ある財源を脱炭素の目標を進めるために効率的に使えるようにする
• 複数自治体・NPO・財団で協同する

4. 単独の自治体では手が回らない
• 複数自治体で協同して調査・計画づくりや実行・財源の確保などを行う
• 自治体を横断できる団体と協同する

5. 計画を着実に実行するための仕組
みが弱い

• 定期的に進捗状況をわかりやすく公開する
• アカデミア・民間・NPOなど、外部の団体にモニタリングを頼る



2929

カーボンニュートラルを進める：
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